
 

１．水災害の激甚化に対する流域治水の推進技術の開発 

 

■ 目的 

 地球温暖化の顕在化により、各地でこれまで経験したことのないような豪雨による水災害

が増加しており、IPCC では、将来に向けて水災害のさらなる激甚化を示唆している。このた

め、国土交通省では、河川整備だけでなくあらゆる関係者が協働して流域全体で行う「流域

治水」を推進しているところである。この流域治水を具体的に推進していくためには、洪水

等外力規模を見極め、流域の各主体が協働して、氾濫をできるだけ防ぐ、被害対象を減少さ

せる、被害の軽減や早期復旧・復興を総合的かつ多層的に取り組むことが必要であるととも

に、流域の関係者全員による水防災への参画・協働を促す技術・情報・仕組みの構築が課題

である。本研究開発プログラムでは、この課題を解決するための技術開発を行っている。 

 

■ 貢献 

 将来の水災害外力の適切な想定、氾濫をできるだけ防ぐ対策、被害対象を減少させる対策、

被害が発生した場合でも致命的とならず速やかに復旧・復興できる対策に資する技術開発を

行うことで、気象現象が極端化し、経験のない水災害の発生が予見される将来において、持

続的な社会・経済活動の実現に貢献する。 

 

■ 達成目標および令和７年度に得られた成 

果・取組の概要 

① 将来の洪水等水災害外力の想定技術の開発・高度

化 

狭い流域により強い豪雨が懸念される気候変動下

における流域治水の具体的な対策の検討に必要であ

る、小流域における将来の降雨量変化の推定手法の開

発のため、力学的ダウンスケーリングのモデル解像度

が降雨推定精度に与える影響について感度分析を

行った。令和 7年度は台風以外の災害事例を含めて 14

流域について感度分析を実施したところ、一部河川を

除き解像度によって雨量推定値が異なった。この結果

から、解像度依存性は流域面積によって必ずしも決ま

るわけではなく、地形と風向も重要であることを示し

た。 

気候変動下の波高の増大等に対応した順応的な対

策として、消波ブロック被覆堤において、消波工の拡

幅のみで対策する工法を開発している。令和7年度は、

  
図-1 力学的ダウンスケーリングによる

雨量再現精度と流域面積との関係

（折れ線の色は解像度を示す） 
 

  
図-2 波高増大率と既設ブロックの被災

度の関係 
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海底勾配 i=1/30 の条件で水理模型実験を実施し、防波

堤の天端高が有義波高の 1.0 倍程度となる高天端条件に

おいて、換算沖波波高 H0’=9.0m 以下の範囲で消波工の

拡幅のみにより適応できる可能性があることを確認した

（図-2）。 

② 流域治水による取り組みを的確に評価・実現する手

法の構築 

令和 7 年度はケニア・タナ川において、アンサンブル

降雨予測を活用してダム操作を行うことで、増電の可能

性を確保するとともに、ダム下流へのピーク放流量を低

減しうることを示した（図-3）。なお、本事例では WEB-

RRI モデルと、限られた地上雨量データ等に基づき補正

した GSMaP 衛星雨量を用いてダム流入量を再現した。 

③ 適切な洪水氾濫リスク評価手法の開発 

大量の土砂・流木を伴う洪水氾濫の現象の複雑さから

ハザード情報が概略的なものとならざるを得ない現状を

踏まえ、理論と実用性の両面を考慮し、流木を中立粒子

としてモデル化する手法について研究している。令和 6

年度に流木模型の水理実験を実施し、令和７年度は令和

6 年度実験結果を分析し、流木の長さによって 1〜10 倍

程度の流木の濃度を仮定しなければ中立粒子を仮定した

手法で堆積現象を再現できないことを把握し具体的な校

正係数を提案した。また、橋梁が流木で一部閉塞された

場合の微細砂の挙動について水理実験を行った。 

④ 水災害に対する社会の強靭化を図る技術開発 

粘り強い河川堤防の設計体系の確立に向け、変状連鎖

図を作成するとともに、決壊に至る主要現象を対象に土

質の不確実性を考慮したフラジリティカーブを作成し、

全体の安定性に与える影響を把握した。また、細粒分を

多く含む横断堤の実大規模の越水破堤実験を実施し、破

堤進行過程を整理した。分析の結果、堤体は一定の耐侵

食性を示す一方、基盤洗掘の進展に伴い急激な崩壊を経

て破堤口拡幅に至ることを明らかにした（図-5）。 

また、河川堤防の浸透に対する安全性評価手法として、

地盤の不確実性・データの信頼性を考慮した土質定数の

確率モデルを構築し、縦断連続的に浸透安全性を確率評

価する手法、出水時の異常等発生の有無を踏まえた浸透

安全性評価の更新方法を提案した（図-6） 

  
図-3 ケニアにおけるアンサンブル予

測平均に基づくダム操作時の治

水・利水面の効果  

  

  
図-4 流木貯留高の水理実験結果と中

立粒子仮定との比較 

 

   

図-5 越水破堤実験の進行過程 

 

  
図-6 堤防土質の不確実性を踏まえた

縦断的な浸透安全性評価方法 
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Abstract ：In this research project, we aim to develop technologies to cope with intensified water-related 

disasters, considering the impact of climate change. The technologies should be capable of: (1) predicting 

water-related hazards accurately; (2) minimizing the hazardous flood inundation areas; (3) reducing flood 

exposures; and (4) strengthening society’s disaster preparedness and resilience. In the fourth year of this 

program (FY2025), we worked on:  

(1) The development and improvement of technology to predict future water-related hazards;  

(2) The development of a method to appropriately evaluate the effects and impacts of various measures 

for the “River Basin Disaster Resilience and Sustainability by All” policy;  

(3) The development of a method to accurately assess flood inundation risk; and  

(4) The development of technology to help strengthen society’s disaster preparedness for and resilience to 

water-related disasters.  

These technologies and methods are expected to help achieve the goals of the “River Basin Disaster 

Resilience and Sustainability by All” policy and contribute to the creation of a society that protects 

people’s lives and livelihoods from water-related disasters.  
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1.1 流域治水の計画策定支援技術の開発 

研究予算：運営費交付金 

研究期間：令 4～令 9 

担当チーム：水災害研究グループ 

研究担当者：菊森佳幹、Abdul Wahid Mohamed 

Rasmy、牛山朋來、柿沼太貴、玉川勝

徳、筒井浩行、Acierto Ralph Allen 

 

気候変動の影響により狭い領域に強い雨が降る傾向が強まる中、大河川流域均一の降雨倍率では支川や排

水機場等の流域治水の具体的な対策検討に不十分であることから、小流域を中心に選定した近年の氾濫事象

を対象に気象モデルの解像度と再現精度を比較・分析した。モデル解像度による豪雨の再現性は、流域面積

には必ずしも比例しない場合があったが、小流域の豪雨をとらえるためには、解像度 3km 以下の気象モデル

が望ましいことがわかった。続いて、流域治水の具体的な施策の検討・合意形成には、降雨、融雪、ダム貯

水池、都市排水、流域貯留等の流域特性を具体的に反映できる水文解析モデルが必要であるが未だ確立され

ていない。今年度は、流域の水の総合的な動きを解析する WEB-RRI モデルに基づき、フィリピン国の河川流

域における遊水地（既存田んぼを活用）導入による洪水被害の軽減効果を試算した。実測流量を WEB-RRI モ

デルにより精度よく再現しうることを確認した上で、将来の流量と氾濫面積変化について試算し、必要な遊

水地面積を計算するとともに、浸水深、浸水期間、および稲の生育段階に応じた被害率の関係を踏まえ遊水

地面積について検討した（論文リスト a-2、a-6）。 

 

 

キーワード：気候変動、力学的ダウンスケーリング、中小流域、遊水地、フィリピン

  



 

1.2 洪水予測に基づく既設ダム等の治水機能の強化・発現技術に関する研究 

研究予算：運営費交付金 

研究期間：令 4～令 9 

担当チーム：水災害研究グループ 

研究担当者：菊森佳幹、Abdul Wahid Mohamed 

Rasmy、牛山朋來、柿沼太貴、玉川勝

徳、筒井浩行、Acierto Ralph Allen 

 

ダム貯留水の事前放流により、増大する洪水被害を軽減するとともに増電へ有効利用することができるが、

効果的なダム操作には、予測雨量の精度が重要である。今年度は、地上雨量データの限られた海外の流域（ケ

ニア国・タナ川流域）において衛星雨量（GSMaP）を統計的に補正する手法、また、アンサンブル降雨予測手

法を開発し、これらを WEB-RRI 水文モデルに入力することによるダムへの流入量の監視と予測手法を検討し

た。さらに、過年度国内で開発したアンサンブル降雨予測を活用した発電ダムによる治水・利水両面の効果

の最大化を図る操作手法を同流域での 2024 年 4 月の出水イベントに適用し、事前放流によりピーク放流量を

抑制するとともに増電につながる最適ダム操作の可能性を示した。 

また、降雪量の衛星観測・地上観測の精度には課題があり、これらのデータを既存の雪水文モデルに入力

すると、特に高標高域での融雪量の推定に誤差が生じる。この問題解決は、融雪量を考慮したダム操作の高

度化にとって重要である。そのため、国内外の流域において冬季の積雪賦存量、融雪流出を定量的に把握す

る手法を開発している。今年度は、ネパール国のヒマラヤ山脈を含む高標高流域であるドドコシ川流域で検

討し、雪水文モデルに入力している気象庁長期再解析データ(JRA55)の水蒸気量にバイアスがあることを他に

先駆けて発見し、限られた地上観測データを活用したバイアス補正方法を提示した。これにより、衛星や再

解析データを使った世界各地への展開の可能性を示した（論文リスト b-1、b-13）。 

 

 

キーワード：ダム、事前放流、WEB-RRI モデル、積雪、融雪

  



 

1.3 A11-3 中小河川から中下流域における土砂・流木・洪水氾濫等ハザード想定技術の

開発 

研究予算：運営費交付金 

研究期間：令 4～令 9 

担当チーム：水災害研究グループ 

研究担当者：菊森佳幹、秦梦露、 

Kattia Rubí ARNEZ FERREL 

 

本研究は、降雨に伴う土砂・流木の流出、およびそれに起因する洪水氾濫ハザードの評価手法を開発し、

国内外の多様な流域への適用・改良を通じて、大量の土砂・流木を伴う洪水氾濫のハザード情報の改良に寄

与することを目指している。なお、研究に当たっては、理論と実用性の両面を考慮した手法の開発を志向し

ている。令和 7 年度は、流木を中立粒子とした移流・貯留方程式による解析手法の検討を進めた。具体的に

は、令和 6 年度の水路実験データを分析し、流木形状や河床波の影響を考慮した流木の堆積・侵食過程にお

ける校正係数を同定した（論文リスト a-8）。さらに、閉塞率調整可能模型を用いた新たな水理実験を実施し、

流木による橋梁の一部閉塞に伴う背水区間形成と微細砂堆積過程の詳細なデータを取得した。現場適用にお

いては、データが限られたフィリピンのラグナ湖流入流域（サンタマリア川・パグサンハン川）を対象に、

開発してきた降雨土砂流出（RSR）モデルと簡易現地観測を組み合わせた流域全体の降雨土砂流出解析を実施

した。これにより、平野部の河道整備に伴う掃流力の増加が細粒土砂のラグナ湖への流出を助長している現

状や、平野部の蛇行区間での顕著な河床堆積傾向による洪水リスクの増大など流域特有の課題を特定し、手

法の実用性を示した（論文リスト b-15、b-16）。あわせて、RSR モデルの GUI 整備・一般公開を推進し、実流

域の管理現場への普及を図った。 

 

 

キーワード：流域土砂流出、降雨土砂流出モデル、大量の土砂・流木を伴う洪水氾濫

  



 

1.4 河川堤防の越水と堤防決壊に対する評価・堤防強化技術に関する研究 

研究予算：運営費交付金 

研究期間：令 4～令 9 

担当チーム：土質・振動チーム、寒地河川チーム 

研究担当者：石原雅規、青柳悠大、柿原結香、野村竜矢、多田篤史 

堀田伸之、前田俊一、島田友典、神原柚乃 

 

近年、越水が主要因とされる堤防決壊が数多く発生しているなか、越水に関する継続的な研究の必要性が

指摘され、「粘り強い河川堤防」の技術開発が進められている。本研究では、越水に対する堤防強化技術を開

発し、堤防強化に求められる性能と評価方法を明確にすることで流域治水の促進に資することを目的とする。 

本研究では、④の達成目標について、感度分析および実験を実施して、以下の成果を得た。 

④水災害に対する社会の強靭化を図る技術開発 

自立型の粘り強い河川堤防を対象に浸透実験と再現解析等を行い、決壊に至るまでの過程を変状連鎖図と

して整理した。また、基礎地盤洗掘等の決壊に至る主要な現象に着目し、土質強度の不確実性を考慮したフ

ラジリティカーブにより、各現象が全体の安定性に与える影響を把握した。また、実大規模の千代田実験水

路での越水破堤実験により、細粒分を多く含む堤体は砂礫堤体に比べ一定の耐侵食性を持つ一方、基盤洗掘

が進むと急激な崩壊を起こし破堤口が拡幅に至ることを明らかにした（論文リスト a-10、a-12、c-7、e-6、

e-8、e-10）。 

 

 

キーワード：粘り強い河川堤防、越水、自立型、越水破堤実験、堤体材料、千代田実験水路

  



 

1.5 河川堤防の浸透安全性の評価の精度向上と強化対策に関する研究 

研究予算：運営費交付金 

研究期間：令 4～令 9 

担当チーム：土質・振動チーム 

研究担当者：石原雅規、青柳悠大、柿原結香、中西智哉 

 

地球温暖化で豪雨災害が激甚化する中で、長大な河川堤防の浸透安全性向上のために調査の効率化、浸透

安全性評価の見直しおよび精度向上が求められている。 

本研究では、④の達成目標について、解析および模型実験を実施して、以下の成果を得た。 

④水災害に対する社会の強靭化を図る技術開発 

 過去の河川堤防の被災調査等により蓄積された知見を活用しつつ、出水を経験した河川堤防周辺の変状有

無に応じて河川堤防の基礎地盤の土質パラメータの推定値を見直し、縦断的な浸透安全性の確率評価を更新

する方法を開発した。また、堤体を基礎地盤に埋め込むことによる高い浸透対策効果を模型実験で確認し、

遮水矢板及び堤体埋め込み工法の設計フローを提案した。さらに、新設河川堤防の浸透対策を矢板から堤体

の埋め込みに変更することで、場合により 20％程度の工費削減が可能である見込みを得た（論文リスト c-4、

c-5）。 

 

 

キーワード：河川堤防、浸透、確率モデル、遮水矢板、堤体埋め込み

  



 

1.6 北海道沿岸域の海象変化予測に基づく高波・高潮対策に関する研究 

研究予算：運営費交付金 

研究期間：令 4～令 9 

担当チーム：寒冷沿岸域チーム 

研究担当者：平野誠治、木岡信治、 

酒井和彦、杉森信博 

 

消波ブロック被覆堤は、気候変動に伴う海面上昇および設計波の増大により安定性が低下し、改良が必要

となると考えられる。しかし、長期的な将来予測は不確実性が高く、将来の海象変化が予測と異なる可能性

がある。このような気候変動の不確実性に対する改良工法として、消波工の拡幅のみによる工法を開発して

いる。この改良工法は消波ブロックの追加投入のみであることから、気候変動の予測変化に柔軟に対応でき

ると考えられている。しかし、越波伝達波と波力の低減効果および設計波増大後の既設消波ブロックの安定

性についての知見がほとんどない。令和 6 年度までは、不規則波を用いた水理模型実験により、越波伝達波

の低減効果と既設消波ブロックの安定性を明らかにした。令和 7 年度は波力低減効果について、高天端条件

である漁港を対象として水理模型実験を実施した。その結果、消波工の拡幅により波力が低減する条件が明

らかとなり、本改良工法が将来の海面上昇および設計波増大に対して有効であることを確認した。今後は低

天端条件である港湾を対象として、波力の低減効果を明らかにすることが課題である。 

 

 

キーワード：気候変動、波浪、消波ブロック被覆堤、水理模型実験、漁港
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